
福岡市保存樹保護育成事業補助金交付要綱 
 
（通則） 

第 1 条 福岡市保存樹保護育成事業補助金（以下「補助金」という。）の交付については，福岡市緑地保全と緑化推進に関する

条例（昭和 49 年福岡市条例第 32 号。以下「条例」という。）第 30 条，同条例施行規則（昭和 49 年福岡市規則第 52 号。以

下「施行規則」という。）第 14 条及び福岡市補助金交付規則（昭和 44 年福岡市規則第 35 号。以下「交付規則」という。）

に定めるもののほか，この要綱に定めるところによる。 

（目的） 

第２条 この補助金は，保存樹の所有者が行う剪定及び治療にかかる費用の一部を助成し，保存樹の良好な維持管理を促進す

る事により，都市の美観風致を維持し，もって都市の健全な環境の維持及び向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第３条 この要綱における用語の定義は，次のとおりとする。 

（１）保存樹       都市の美観風致を維持するための樹木の保存に関する法律（昭和 37 年法律第 142 号）第 2 条

の規定により、福岡市長が指定した樹木をいう。 

  （２）剪定       樹木の枝を切り，形を整えたり，風通しを良くする事で，樹木の美観を向上させたり，樹勢の

回復を図ることをいう。 

  （３）治療       樹木に関する専門知識及び技術を持つ者が，生育状態に問題のある保存樹に対して樹勢回復の

ために適切な処置を行うものをいう。 

  （４）伐採       樹木を根本から切り倒すことをいう。 

  （５）強剪定      太い枝の大部分を主幹付近で剪定することをいう。 

  

（補助対象者） 

第４条 この要綱に基づき，補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は，次の各号のいずれにも該当する者

とする。なお，補助対象者は公募により募集する。 

（１） 保存樹の所有者であること。 

（２） 第 19 条で定める暴力団の排除規定に該当しない者であること。 

（３） 本市の市税を滞納していないこと。 

（補助対象事業） 

第５条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は，次に掲げる事業とする。 

（１） 剪定費補助  第 6 条の補助対象要件を満たす保存樹の剪定行為（以下「剪定」という。）を行うもので，剪定完

了後も当該保存樹が良好な樹形を維持し，保存樹としてふさわしい姿形を保つもの。その点で、保

存樹としての良好な姿形を大きく損なう「伐採」や「強剪定」は除く。ただし，「強剪定」に関して

は，特段の理由が認められる場合は，この限りではない。 

（２） 治療費補助  第 6 条の補助対象要件を満たす保存樹の治療行為（以下「治療」という。）を行うもので、事前に

本市が精密診断を行い，治療の必要性があると判断された保存樹に対して，本市が指定する治療を

行うもの。 

（補助対象要件） 

第６条 前条の補助対象要件は，別表第 1 に定めるところによる。 

（補助対象経費） 

第７条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，補助対象事業の実施に要する経費のうち， 

別表第２に定めるところによる。 

 



（補助金の額） 

第８条 補助金の額は、補助対象経費のうち，予算の範囲内において別表第３に定めるところによる。 

（補助金の交付の申請） 

第９条 補助金の交付を申請しようとする者は，事業の着手に先立ち，様式第 1 号に別表第４に掲げる図書を添えて市長に 

提出しなければならない。 

（補助金の交付の決定） 

第 10 条 市長は，補助金の交付の申請があったときは，当該申請に係る書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により，

当該申請に係る補助金の交付が法令で定めるところに違反しないかどうか，補助事業の内容が適正であるかどうか，金額の

算定に誤りがないかどうか等を調査し，補助金を交付すべきものと認めたときは，速やかに交付の決定をしなければならな

い。 

２ 市長は，前項の場合において必要があるときは，補助金の交付の申請に係る事項につき修正を加えて補助金の交付の決定を

することができる。 

３ 市長は，第１項の調査の結果により補助金を交付することが不適当と認めたときは，速やかに申請者に対しその旨を通知し

なければならない。 

（補助金の交付の条件） 

第 11 条 市長は，補助金の交付の決定をする場合において，必要と認めるときは，条件を付することができる。 

（決定の通知） 

第 12 条 市長は，補助金の交付の決定をしたときは，様式第３号により速やかにその決定の内容およびこれに付した条件を

申請者に通知しなければならない。 

（申請の取下げ） 

第 13 条 補助金の交付の申請をした者は，前条の規定による通知を受領した場合において，当該通知に係る補助金の交付の決

定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは，様式第４号により市長が定める期日までに申請の取下げをすること

ができる。 

2 前項の規定による申請の取下げがあったときは，当該申請に係る補助金の交付の決定は，なかったものとみなす。 

(事情変更による決定の取消等) 

第 14 条 市長は，補助金の交付の決定をした場合において，その後の事情変更により特別の必要が生じたときは，補助金の交

付の決定の全部若しくは一部を取り消し，又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。ただし，

補助事業のうち既に経過した期間に係る部分については，この限りでない。 

2 市長が前項の規定により補助金の交付の決定を取り消す場合は，次の各号のいずれかに該当する場合とする。 

（１） 天災地変その他補助金の交付の決定後生じた事情の変更により補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくなっ

た場合 

（２） 補助事業者が補助事業を遂行するため必要な土地その他の手段を使用することができないこと，補助事業に要する

経費のうち補助金によってまかなわれる部分以外の部分を負担することができないことその他の理由により補助事

業を遂行することができない場合(補助事業者の責に帰すべき事情による場合を除く。) 

（実績報告） 

第 15 条 補助事業者は，補助事業が完了したときは，様式第５号に別表第５に掲げる図書を添えて市長に報告しなければな

らない。 

（補助金の額の確定等） 

第 16 条 市長は，補助事業の完了又は廃止に係る補助事業の成果の報告を受けた場合においては，報告書等の書類の審査及び

必要に応じて行う現地調査等により，その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に

適合するものであるかどうかを様式第６号により調査確認し，適合すると認めたときは，交付すべき補助金の額を確定し，

様式第７号により当該補助事業者に通知しなければならない。 



（是正のための措置） 

第 17 条 市長は，補助事業の完了又は廃止に係る補助事業の成果の報告を受けた場合において，その報告に係る補助事業の 

成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときには，当該補助事業につき，これに適合

させるための措置をとるべきことを当該補助事業者に命ずることができる。 

（補助金の交付の時期） 

第 18 条 補助金は，第 16 条の規定により確定した額を補助事業の終了後に交付するものとする。 

（暴力団の排除） 

第 19 条 市長は,福岡市暴力団排除条例（平成 23 年福岡市条例第 30 号。事項において「暴排条例」という。）第６条の規定 

に基づき,本条に規定する排除措置を講じるものとする。 

２ 市長は,申請者が次の各号のいずれかに該当するときは,この要綱に定める他の規定に関わらず,補助金を交付しないものと

する。 

（１） 暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員 

（２） 法人でその役員のうちに前号に該当する者のある者 

（３） 暴排条例第６条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

３ 市長は,補助事業者が前項各号のいずれかに該当したときは,補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

４ 市長は,補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため,申請者又は補助事業者に対し当該申請者又は当該

補助事業者（法人であるときは,その役員）の氏名（フリガナを付したもの）,生年月日,性別等の個人情報の提出を求めるこ

とができる。 

（決定の取消） 

第 20 条 市長は，補助事業者が補助金の他の用途への使用をし，その他補助事業に関して補助金の交付の内容又はこれに付し

た条件その他法令，条例及び規則に基づく市長の処分又は命令に違反したときは，補助金の交付の決定の全部又は一部を取

り消すことができる。 

2 前項の規定は，補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があるものとする。 

（補助金の返還） 

第 21 条 市長は，補助金の交付の決定を取り消した場合において，補助事業の当該取消に係る部分に関し，すでに補助金が交

付されているときは，期限を定めて，その返還を命じなければならない。 

(加算金及び延滞金) 

第 22 条 補助事業者は，前条の規定により補助金の返還を命ぜられたときは，交付規則第 20 条によるものとする。 

（雑則）  

第 23 条 この要綱の施行に関し必要な事項は，住宅都市局長が別に定める。 

附則 

この要綱は,平成 26 年 4 月 1 日から施行し，平成 26 年度予算より執行する補助金から適用する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別表第 1 
補助対象要件 

（剪定費補助） 
保存樹の剪定に対する補助金の交付対象は，次に示す要件を全て満

たすものとする。 
（１）1.5m メートルの高さにおける幹の周囲が 2.0 メートル以上の

もの 
（２）前回の剪定に係る補助金交付後（補助金の交付確定日），５年

以上経過しているもの 
（３）著しい樹形の乱れがみられず，倒木又は枯死の可能性が低い

と認められるもの 

（治療費補助） 
保存樹の治療に対する補助金の交付対象は，全保存樹とするが，著し

い樹形の乱れが見られず，倒木又は枯死の可能性が低いと認められる

ものに限る。ただし，樹形の乱れがあり，治療による回復の可能性が

低いと認められる場合においても，保存樹の中でも特に貴重な大木，

名木等（1.5 メートルの高さにおける幹の周囲が 3.0 メートル以上の

ものをいう。）に関して行う治療のうち，延命を図り樹木を保存する

行為自体が緑化啓発に寄与すると認められる場合は，この限りではな

い。 
 

別表第 2 
補助対象経費 

（剪定費補助） 
（１）造園工，普通作業員，特殊機械運転手等の事業費 
（２）ダンプトラック，高所作業車等にかかる機械損料 
（３）剪定枝の処分費（運搬費含む） 
（４）剪定痕の保護に必要な保護剤にかかる費用 
（５）諸経費 
（６）その他特に必要と認められる経費 

 

（治療費補助） 
（１） 樹木医，造園工，普通作業員，特殊機械運転手等の事業費 
（２） ダンプトラック，高所作業者等にかかる機械損料 
（３） 剪定枝の処分費（運搬費含む） 
（４） 土壌改良材等の資材 
（５） 処置部の保護等に必要な薬剤 
（６） 諸経費 
（７） その他特に必要と認められる経費 

 
別表第３ 

補助金の額 

保存行為（病木，老木等の保存のため臨時に行う行為及び市長が別に

定める基準に基づき認める保存樹の剪定行為で保存樹１本につき

25,000 円以上の事業費を要するものをいう。）に係る保存樹１本につ

き，事業費が 50,000 円未満の場合は当該事業費から 25,000 円を控除

した額とし，事業費が 50,000 円以上の場合は当該事業費の２分の１

相当額（その額が 300,000 円を超えるときは 300,000 円）とする。た

だし，これにより算定した額が 1,000 円以上で，かつ，当該額に 1,000
円未満の端数があるときは，当該端数を切り捨てた額とする。 
 

別表第４ 
図書の種類 明示すべき事項 

補助事業収支計画書及び事業計画書 事業の予算額（市補助金と自己資金の内訳）及び事業計画（樹種，

数量，実施予定期間，実施予定業者） 

見積書（写） 事業内容及び事業費が確認できる見積書の写し 

位置図 保存樹の所在地が確認できる縮尺 5000 分の 1 程度の位置図 

役員名簿（申請者が法人の場合） 別紙様式第２号 
 

別表第 5 
図書の種類 明示すべき事項 

補助事業収支決算書及び事業実績書 事業の決算額（市補助金と自己資金の内訳）及び事業実績（樹種， 
数量，実施期間，実施業者） 

写真台帳 作業前・作業中・作業後の状況が確認できる写真 

領収書（写） 支払い実績が確認できる領収書の写し 
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（参考資料） 
 

補助対象要件の解説 
 

<解説 > 

（治療対象要件について） 
・治療費補助の対象が全保存樹となっているのは、治療費補助の目的が、「保存樹が健全に生育できるよう

市が援助する」ものであり、樹木の病気等は素人では分かりにくく、高度な専門知識及び技術が必要とさ

れるため、補助対象の間口を広くし誰でも申請できるようにする必要があり、限定はしないものとしてい

る。 
・ 1988 年環境庁による巨樹巨木林調査では、「地上 1.3 メートル地点の幹周りが 3 メートルを超えるもの」

を「巨樹」と定義している。保存樹では、「都市の美観風致を維持するための樹木の保存に関する法律施

行令」により、指定の基準を「一．五メートルの高さにおける幹の周囲」としているため、「特に重要

な大木・名木等」を「1.5 メートルの高さにおける幹の周囲が 3.0 メートル以上」とし、

その中でも多くの人の目につく場所に位置するなどで、治療行為が緑化啓発に寄与する場合には、樹勢の

回復の見込みが低い場合でも、治療費補助の対象とした。 

 

（剪定対象要件について） 
・剪定費補助の対象を幹周りで限定しているのは、「所有者による維持管理」の原則がある中で、

剪定費補助の目的は、「所有者が剪定を行い樹木にかかる風圧を低減することで、倒木、幹折れ、枝折れ

等により周囲に及ぼす影響を未然に防ぐことを市が援助する」ものであり、一般に大きな樹木ほどかかる

風圧も大きく、また老木である場合が多いため、倒木、幹折れ、枝折れ等の危険性がより高いことから、

限られた予算内でより事業効果を高めるために、補助対象を限定した。 
また、保存樹が「都市の美観風致を維持するための樹木」としてあり続けるためには、樹

木本来の樹形を保ちながら大きく生長させることが必要であること、さらに、新規に保

存樹を指定する際、周辺に障害となる家屋等がないことを確認した上で指定を行ってい

るため、指定基準程度の幹周りの保存樹は剪定する必要性が低いことから、1.5 メートル

から 2.0 メートルの間の保存樹については、剪定費補助の対象外とした。  

・一回の剪定で５年くらい剪定しないでよい程度剪定を行うこととし、５年以上経過しな

いと次の申請ができないこととした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(様式第１号) 

 

補助金交付申請書 

 

                                                年  月  日 

  （あて先）福岡市長 

 

                            申請者の住所（所在地）  

フ リ ガ ナ  

                                   氏名（名称）                    印 

                     性別    男 ・ 女  

生年月日 明・大   年  月  日 生 

昭・平 

                                    電話  

 

    年度保存樹保護育成事業について補助金の交付を受けたいので、福岡市補助金交付規則を承知の上 

関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

 

記 

 

 １  交付を受けようとする事業名 

 

   保存樹保護育成事業 

 

 ２  交付を受けようとする補助金の額 

 

   ￥    

 

 ３  申請者の営む主な事業 

 

    

 

 ４  補助事業の目的及び内容 

        

    

 

 ５  補助事業の執行に関する収支計画及び事業計画 

        

 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フ リ ガ ナ
氏　　　　名 元号 年 月 日

　　確認に使用します。

様式第4号　　　　　　　　　　　　　　　　　　役　員　名　簿

【法人名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】 ※該当する性別・元号を○で囲んでください。

男 ・ 女
明 ・ 大

昭 ・ 平

男 ・ 女
明 ・ 大

昭 ・ 平

男 ・ 女
明 ・ 大

昭 ・ 平

男 ・ 女
明 ・ 大

昭 ・ 平

役　職　名 性　別
生　年　月　日

明 ・ 大

昭 ・ 平
男 ・ 女

※役員全員を記載してください。
※この役員名簿により収集した個人情報については，この補助金からの暴力団排除のため福岡県警察への照会

男 ・ 女
明 ・ 大

昭 ・ 平

男 ・ 女

男 ・ 女
明 ・ 大

昭 ・ 平

明 ・ 大
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(様式第 2 号) 

 



(様式第３号) 
 

補助金交付決定通知書 
 

 

住み推 第       号 

  年  月  日 

 

 

 様 

 

福岡市長       印  

 

 

     年  月  日付をもって申請のあった保存樹保護育成事業補助金の額について、下記のとおり 

交付することに決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業名      保存樹保護育成事業 

２ 補助内示金額     ￥ 

３ 補助金交付予定時期  事業完了後 

４ 補助条件 

（１） 補助事業の内容、経費の配分又は執行計画の変更（市長が認める軽微な変更を除く）をする場合

においては、市長の承諾を受けるべきこと。 

（２） 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、市長の承認を受けるべきこと。 

（３） 補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、

すみやかに市長に報告してその指示を受けるべきこと。 

（４） この交付決定に対して不服がある場合における申請の取下をすることができる期間は、この交付

決定通知書受領の日から１４日以内とする。 

（５） 事業完了後、樹容が美観上優れていないと判断された場合、交付決定を取り消す場合があります。 
（６） その他福岡市補助金交付規則の定めを遵守すること。 

 

 

 

 

 

 



(様式第４号) 
 

補 助 金 交 付 申 請 取 下 書 
 
 

  年  月  日 
 

  (あて先)福岡市長 
 
 

申請者の住所                  
                  

申請者の氏名               印  
                        

 
 
      年  月  日付住み推第      号の交付通知に係る事業については，下記の理由に

より実施しないので補助金交付の取下を申請します。 
 
 

記 
 
 
 

1 補 助 事 業 名  保存樹保護育成事業 

2 補助予定金額  ￥ 

3 交付決定通知書

の受領年月日
      年  月  日 

4 取下理由 

 
 

 

 

 

 

 

 

 



(様式第５号) 

 

事業実績報告書 

                                                    年  月  日 

 

（あて先）福岡市長 

 

                        申請者の住所  

                 

                  申請者の氏名                          

                                   印 

 

 

       年   月   日付住み推第                号により補助金の交付決定を受けました事業の実績に 

ついて，下記のとおり報告します。 

 

                                      記 

 

  １．補助事業名            保存樹保護育成事業 

 

  ２．補助事業の実施期間        年  月  日 ～       年  月  日 

 

  ３．補助事業の実施状況 

      ア  補助事業収支決算書及び事業実績報告書             別紙のとおり 

      イ  補助事業の経緯又は成果を証する書類（領収書）等    別紙のとおり 

 

  ４．補助金の交付決定額と清算額 

      補助金の交付決定額              ￥      

      （補助金の既交付額）            ￥         

      補助金の清算額                  ￥       

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 



(様式第６号) 

 

    年度保存樹保護育成事業実績調査確認書 
 
 
 

                                                              年  月  日 
 
 
 
                                      所 属   
 
                                      職 名                
 
                                      氏 名                 印 
 
 
 
 
      年  月  日付、     年度保存樹保護育成事業実績報告書について 

 調査の結果  
 
  １ 事実と相違ありません。 
 
  ２ 下記事項について相違がありました。 
 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(様式第７号) 

 

事業補助金確定通知書 

 

                                            住み推 第       号 

                                                  年  月  日 

 

 

  様 

 

                                   福岡市長           印   

 

 

 

     年  月  日付の事業実績報告書により     年度保存樹保護育成事業補助金の額に 

ついて下記のとおり交付することを確定したので通知します。 

 

                                    記 

 

 １  補助事業名              保存樹保護育成事業 

 

 ２  補助確定金額            ￥  

 

 ３  補助条件 

 

   （１）福岡市補助金交付規則の規定を遵守すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


